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の方策， (2)家族支援の方策， (3)行政の実施主体」等を主な検討項目とする 「障害児支援
の見直しに関する検討会(以下，検討会)J(座長 ・柏女霊峰)が設置され， 2008年3月から













































は， 児童福祉法の谷聞に置かれていた重症児の問題を取り上げ， 国の無策の中(8)で， I小林の
善意と個人的裁量に依存する形」で， 日赤産院小児科の 「特別病棟」と乳児院において，彼ら





































































































な生産者として， 彼らの主体性を明確に位置づけた先駆的実践の意義である (34)。 しかし， 田




































世界人権宣言 (1948年)を 「法制化」 したにとどまらず，子どもとその発達的理解にとって
重要な契機であった。つまり， A規約第 13条において， I教育についてのすべての者の権利
を認めJ，I教育が人格の完成及び人格の尊厳についての意識の十分な発達を指向し並びに人権



























to the maximum extent possible th巴 survivaland development of the child)oJとさ
れているように，その権利の名宛人は一義的に国(締約国)におかれている。また，障害児に
ついての独立の条項(第23条)を設け， I特別なケアの権利 (rightof the disabled child 


















を最大限可能なまで発達させること (development"'abilitiesto their fullest potential) J 
について，I子どもが有する全面的可能性を包括的に発達させること (holisticdevelopment 
of the ful poten tial) Jと改めて強調し，その他の条項とわかちがたく 相互に関連し，強化・
統合 ・補完していると，その位置づけを明確にしている (Para6) (47)。
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次いで， 一般的注釈 7号 (2005年，乳幼児期における子どもの権利の実施)では，生命 ・
生存 ・発達への権利 (Rightto life， survival and development)を確認している。すなわ
ち，I生存及ひ、発達への権利の実施は，健康，十分な栄養，社会保障， 十分な生活水準，健康










する 「一般的意見第5号 (1994年)J を背景としながら， 子どもの権利委員会 「一般的討議
『障害をもった子ども』勧告」において障害児に関する一般的注釈の起草が検討され， さらに
は 「障害者権利条約」策定作業の影響も受けながら， 一般的注釈9号 (2006年， 障害のある
子どもの権利)が提示された。
そこでは， I障壁 (barier)は障害そのものではなく ，障害児が日常生活のなかで遭遇する
社会的，文化的，意識的，および物理的障壁の組み合わせである」ことが強調され， I障害児
の権利を促進するための戦略は，これらの障壁を取り除くために必要な行動をとるほかない」





別なケアの権利が， 社会に包摂された状態で保障 ・充足されるべきであるとされる (aim at 
the maximum inclusion of those children in society) (Para 11)。また予算配分につい




















社会権の位置づけも見落としてはならない(49)。 また， そこにおける保護(パタ ーナリズム)

























られているのだろうか(5ヘ子どもの権利委員会は， 一般的注釈 l号 (Para6)および定期報
告書改訂ガイドライン (2005年， Para 21)において，第 6条を 「生命，生存および発達への
権利 (theright to life， survival and development) Jとしている。しかし明文上は，固に
「子どもの生存および発達を可能なかぎり最大限に確保する」ことを義務づけているのみであ





子どもの 「全面的かっ調和のとれた発達(forthe full and harmonious development)J，あ











権)とともに，条約の一般原則の 1っとして位置づけられている O すでにふれたが，子どもの
権利委員会は 「生存及び発達への権利の実施は(社会保障の権利や教育権の保障等によって























「健康 ・医療の権利J，第 28条 「教育権J，第 29条 「教育の目的」が統合されていることを前











困難になり， 発達への権利は形式的なものにとどまってしまう O この課題については，第18
条2項において，権利保障のために 「親および法定保護者が子どもの養育責任を来たすにあ
たって適当な援助を与え，かっ，子どものケアのための機関，施設およびサービスの発展」を
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これらを発達の権利にもとづいた障害児の 「療育の権利」を前提とした国の義務の側面から
みれば，1)教育権や医療の権利等を保障し(地理的 ・経済的アクセシビリティの確保を含


























(1)子どもの権利条約 CConventionon the Right of the Child)と児童の権利に関する条約は同
ーの条約をさすが， 後者は日本の政府訳， 前者は国際教育法研究会訳等，一般的に普及している
日本語訳である。本稿では，主に国際教育法研究会訳を参考にしている。
( 2 )鈴木2007 pp. 60 -63 
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( 3 )高木1951 p. 252 








( 6 )高木1948 p. 221 
(7)細測 ・大江2004 p. 243 
( 8 )当時， I治療に価しない障害児を入院させていることと小児科を標傍して精神科または神経科の患
児を入院させている」ために健康保険の取扱いが停止になり， 次いで医療扶助も停止され，国は
無策というよりも積極的に放置してきたともいえる[小林 1968 p. 13J。
( 9 )細洲 2003 pp. 2 -6 
(10)小JI12000 p.106 
(1)小林 1973 pp. 51-53 




(13)細洲 2002 p.42 
















育として，広義にとらえていた[糸賀 1968 pp. 129 -145J。
(19)清水 1976
(20)糸賀 1968 p.170 
(21)びわこ学園等での実践及び研究は，個人，集団， 社会の発達 ・発展の関連を視野に含んだもので
あって，個人の枠をこえていた[加藤 1976 pp. 194 -195， 206J。
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(24)茂木 1982 p. 18 
(25)糸賀 1968 p.172 
(26)田中 1960 pp. 213 -245 
(27)加藤 ・高谷 1971





(30)高橋 1984 pp. 125 -135 
(31)白石 1999 pp. 152 -153 
(32)糸賀 1967






ていく」という，障害児の発達的理解を欠いている[田中 1997 pp. 448 -449J。
(34)糸賀 1968 p.177 
(35)田中 1997 pp. 531 -534 
(36)田中 1997 pp. 555 -556 
(37)服部 2002 pp. 168 -173 
(38)喜多 1979 pp. 168 -171 










(46)以下の一般的注釈は，平野裕二氏の訳文を参考とした。 IARC 平野裕二の子どもの権利 ・国際情





























(56)発達権は児童権利宣言においても明記されている (第2条 ・第4条)。ただし， I獲得への発達」
を権利として認めたのは， I権利行使主体としての子ども」観を持つ子と、もの権利条約においてで
あろう。また，法的拘束力を持たない宣言から法的拘束力を持つ条約においてはじめて発達への
権利は実質的に保障されうる[茂木 1979 pp. 188 -195J。
(57)浅井2007 pp. 50 -51 
(58)服部2002 pp. 187 -202 
(59)このような「機会」の重層的把握は，竹内 [2007Jを参考にしている。ここで用いられる「機会」




1999 pp. 85 -86J。このような「機会」は，後述の特別なニーズに対する特別なケアの権利，親
への支援等にみられるように，条約に含まれているものと恩われる。
(60)ここで「少なくとも」としたのは，子どもは援助者との関係のみならず， 子ども同士の集団とも
関係を持つためである。この点は， 一般的注釈7号 para. 6 (c)で「乳幼児は，同年代の子ども
ならびに年下および年上の子どもと， 自分なりの重要な関係を確立する。乳幼児は， これらの関
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